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この冊子について

　第2次環境基本計画 改訂版の進行管理については、前年度の施策の
実績等を取りまとめ、環境審議会に報告します。審議会での審議や評
価を受けて、次年度以降の施策へ反映するというPDCAサイクルを活
用しています。

  本冊子は、令和元年度の環境施策の進捗状況及び環境審議会による
評価をまとめたものです。
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近年の環境情勢について

　2018年10月、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は「1.5℃特別報告書」を公表しまし

た。これは、地球温暖化対策に係る2020年以降の新たな国際枠組である「パリ協定」の2015年の

採択時に要請を受けて作成したもので、1.5℃の気温上昇にかかる影響、リスク及びそれに対する適

応、温室効果ガスの削減等に関する特別報告書となっています。この「1.5℃特別報告書」も踏まえ

て、昨年12月に開催された国連気候変動枠組条約第25回締約国会議（COP25）においては、「市

場メカニズム（排出権取引）のルールに関する交渉」や「各国の温室効果ガス削減目標の強化要

請」等が行われました。

　また、昨年6月のG20大阪サミットにおいては、2050年までに海洋プラスチックごみによる新

たな汚染をゼロとすることを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」を共有し、「G20海洋

プラスチックごみ対策実施枠組」を支持することが確認されています。

　生物多様性分野に目を向けると、2020年以降の新たな生物多様性の世界目標（ポスト2020生物

多様性世界枠組）の草案が本年1月に発表されました。数値目標を積極的に取り入れたものとなって

おり、更なる検討を経て、本年開催予定の生物多様性条約第15回締約国会議（COP15）において

採択される予定です。

　我が国においては、本年3月に温室効果ガスの削減目標（NDC）を国連気候変動枠組条約事務局

に再提出しました。これは、パリ協定に基づき5年ごとに提出・更新する必要があるものです。現在

の削減目標を確実に達成するとともに、更なる削減努力を追及することを目指したものであり、こ

れに基づき地球温暖化対策計画の見直しに着手するとしています。

　また、昨年5月に策定した「プラスチック資源循環戦略」に基づき、使い捨てプラスチックの削減

を目的としたレジ袋有料化義務化（無料配布禁止等）を行うため、昨年12月に容器包装リサイクル

法の関係省令が改正され、本年7月から施行されています。

　食品ロスの削減に関しては、国、地方公共団体等の責務等を明らかにするとともに、食品ロスの

削減を総合的に推進することを目的とした「食品ロスの削減の推進に関する法律」が昨年１０月に

施行され、その推進に関する基本的な方針をまとめた「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方

針」が本年３月閣議決定されました。

　環境行政の究極の目標である持続可能な社会を実現するためには、地球温暖化対策を推進するこ

とで実現する低炭素社会のほか、循環型社会及び自然共生社会を目指す必要があり、私たちのライ

フスタイルや事業活動の転換が強く求められています。

　本市においては、暑夏や寒冬となった気候の状況等によりエネルギー消費量の削減があまり進ん

でいない状況にあります。また、ごみ排出量についても、削減があまり進んでいない状況にありま

す。今後、エネルギー消費量やごみ排出量の削減のため、市民・事業者によるライフスタイルや事

業活動の転換に向けた、さらなる取組が必要です。

　これらの状況を踏まえ、本年2月に吹田市第3次環境基本計画を策定し、総合的かつ分野横断的な

視点で重点的に取り組む3つの「重点戦略」を掲げ、環境課題の解決に向けた5つの「分野別目標」

を設定するなど、取り組むべき内容を整理しました。本計画に基づいた取組を進めるとともに、引

き続き「地球温暖化対策新実行計画改訂版　すいたんのCO2（こつこつ）大作戦R」及び「吹田市

一般廃棄物処理基本計画 後期改訂版」を着実に推進する必要があります。
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＊重点プロジェクト 23

5 快適な都市環境の創造
まちなみが美しいと感じ
る市民の割合

・住み続けたいと思う市民の割合
・鉄道・バスなどの公共交通網の便利さ満足度
・移動経路のバリアフリー化率　など　　　【5】

景観まちづくりの推進 2

自動車に過度に依存しない交通環境整備 4

環境に配慮した開発事業の誘導 1

みどりを生み出す 6

みどりを活かす 9

市民参加・協働により、みどりのまちづ
くりを進める

7

ヒートアイランド対策の推進 4

日照障害・電波障害対策 1

4
みどりを保全・創出・
活用し、市民に親しま
れるまちの形成

①吹田市域の緑被率
②木々や草花などの緑が
多いのでまちに愛着や誇
りを感じる市民の割合

・市域面積に対する緑地面積の割合
・市民１人当たりに対する都市公園面積
・公園・緑地の利用しやすさ満足度　など　【7】

みどりを継承する 7

水資源の有効利用と健全な水環境の推進 3

3
健康で快適なくらしを
支える環境の保全

環境目標値達成率
（二酸化窒素、河川
BOD、一般環境騒音）

・下水道の高度処理普及率
・環境美化推進重点地区
・熱帯夜日数　など　　　　　　　　　　【6】

環境汚染防止対策の推進 4

環境美化の推進 3

2
資源を大切にする社会
システムの形成

①市民１人当たりのごみ
排出量（１日）
②リサイクル率

・ごみの年間焼却処理量
・ごみの年間排出量（家庭系・事業系）
・マイバッグ持参率　　　　　　　　　　【6】

発生抑制を優先する社会への転換促進 4

多くの市民が参加しやすいリサイクルシ
ステムの構築

4

排出者責任の確立と事業系ごみの減量促
進　ほか

7

1
限りあるエネルギーを
大切に使う低炭素社会
への転換

市域の年間エネルギー消
費量（全体・家庭・業
務）

・市域の年間温室効果ガス排出量
・公共施設における再生可能エネルギー導入件数
・吹田市役所の事務事業に伴う温室効果ガス排出量  な
ど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【8】

ライフスタイルや事業活動の転換促進 6

省エネルギー機器等の導入促進 3

再生可能エネルギーの導入拡大 4

吹田市第２次環境基本計画 改訂版 施策体系

目標 代表指標 指標
下記の【　】は指標の数を表す（代表指標含む）

施策の柱 施策数

市役所内部での評価吹田市環境審議会での評価
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環境施策の実績集約・自己評価【内部評価】

　　　令和元年度の環境施策の実績及び進捗状況を取りまとめ、市による
　　　自己評価を行いました。
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R元 H30

※１

B B

B B

B B

B B

B B

A A

B B

B A

※2，※3

- -

- A

※４

- B

※1　エネルギー消費量の算出は統計データ集約の関係により2年遅れとなる。

※2　「26.1％」：平成25年（2013年）4月時点の衛星画像データから算出

※3　「62.1％」：平成30年度（2018年度）調査時点の数値

※4　「60.7％」：平成30年度（2018年度）調査時点の数値

※5

【A】　このまま推移すると目標に到達する

【B】　このままでは目標に到達しないので、取組の強化が必要

【C】　基本方針の再検討や新たな取組が必要

【-】　評価が困難

●各代表指標の具体的内容

次ページ以降の「（1）代表指標」の「進捗状況」及び「評価」をご覧ください。　

●「指標」の評価

●「重点プロジェクト」の評価

「重点プロジェクト実績一覧」において、令和元年度の取組実績を平成３０年度の取組実績と比較し
以下のとおり評価しています。
○：改善傾向（取組内容が改善・拡充されている場合）　△：変化なし（取組内容が同様の内容である場合）
×：悪化傾向（取組内容が縮小等されている場合）　　　－：その他（前の３つに当てはまらない場合）

なお、自己評価を○としている取組実績については、該当部分に下線を引いています。

平成29年（2017年）3月策定の吹田市一般廃棄物処理基本計画
（後期改訂版）において、目標値を見直している。

●代表指標の評価の内容

次ページ以降の「（2）指標」において、令和元年度の実績値を過年度（平成30、29年度）の実績値からの増減を踏ま
え
○：改善傾向、△：変化なし、×：悪化傾向、－：その他　で評価しています。

5
快適な都市環境の創造

まちなみが美しいと感じる市民の割合　（％） 60.7 60.7 0.0%

30

木々や草花などの緑が多いのでまちに愛着や誇りを感じる
市民の割合（％）

62.1 62.1 0.0% 62

70

4

みどりを保全・創出・活用し、市民に親しまれるまちの形成

吹田市域の緑被率　（％） 26.1 26.1 0.0%

100一般環境騒音 90 90 0.0%

河川BOD 97.9 100 -2.1%

3
健康で快適なくらしを支える環境の保全

環境目標値達成率　（％）

二酸化窒素 100 100 0%

リサイクル率 （％） 15.4 14.9 3.4% 24※5

2

資源を大切にする社会システムの形成

　⇒　平成22年度（2010年度）比17％削減 （R2年度）

市民１人当たりのごみ排出量（１日） （ｇ） 850 861 -1.3% 788※5

市域の業務部門における年間エネルギー消費量
（従業員1人当たり）

（GJ） 49.8 50.0 -0.4% 30.2

-5.4% 15.9

市域の家庭部門における年間エネルギー消費量
（市民1人当たり）

（GJ） 13.3 13.5 -1.5% 8.6

1

限りあるエネルギーを大切に使う低炭素社会への転換

　⇒　平成2年度（1990年度）比25％削減 （Ｈ2９実績） （Ｈ2８実績）
（R2年度）

市域の年間エネルギー消費量 （PJ） 19.3 20.4

第２次環境基本計画 改訂版 令和元年度指標の実績一覧

Ⅰ　代表指標の評価一覧

目標及び【代表指標】
評価 数値

目標値
（達成年度）

R元 H30 増減率
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Ⅱ　目標ごとの進捗状況と評価

（１）代表指標

評価

（２）指標

進捗状況

20,081 22,000

【※１】平成28年（2016年）3月策定の吹田市地球温暖化対策新実行計画（改訂版）において、指標及び目標値等の見直しを
　　　　実施したため、平成26年度以前に公表した数値の変更を行っています。

　

節電及び節エネルギー等の取組を推
進した結果、昨年度より排出量は減
少した。目標達成のためには、
LED照明やペアガラスの導入な
ど、庁舎のグリーン化に取り組む必
要がある。

市域における太陽光発電
システム導入件数累計及

び設備容量※1

上段：件数
下段：設備容量（kW）

○

3,246 3,441 3,618 4,000 固定価格買取制度の開始（平成24
年（2012年）７月）により、
年々、太陽光発電システムの導入が
進んでいる。18,082 19,117

平成26年9月8日開催の本市環境施
策調整推進会議において、施設や設
備の新設及び大規模改修時には、特
段の事情がない限り、再生可能エネ
ルギーを導入すること並びに既存の
施設においても、可能な限り、積極
的に再生可能エネルギーの導入を図
ることを決定した。このことを踏ま
え、今後も積極的な再生可能エネル
ギーの導入を促進する。

45 50 54

吹田市役所の事務事業に
伴う温室効果ガス排出量
（千t-CO2）

△ 77 77 75 59

（

H
2
9
年
度
）

1,807 1,315

昨年度と比べて、市域の年間エネル
ギー消費量が減少するとともに、電
気の排出係数も減少したため、排出
量は減少している。

公共施設における再生可
能エネルギー導入件数
（累計）
上段：件数
下段：施設数

○

76 81 85

↗

市域の年間温室効果ガス
排出量
（千t-CO2）

△

（

H
2
7
年
度
）

1,873

（

H
2
8
年
度
）

2,036

※エネルギー消費量の算出は統計データ集約の関係により2年遅れとなる。

指標 評価 H２９年度 H３０年度 R元年度 目標値 見解

見解

エネルギー消費量については、平成23年度（2011年度）
の原発事故の影響による電力需給のひっ迫に伴う節エネル
ギー意識の向上等により減少傾向にあったが、平成29年度
（2017年度）においては、暑夏や寒冬となった気候の状
況等により、家庭部門及び業務部門では横ばいとなってい
る。一方、産業部門においては、エネルギー消費量の大き
い鉄鋼業等の製造品出荷額が減少したことにより、エネル
ギー消費量が減少しており、その結果、市域全体のエネル
ギー消費量も減少している。家庭・事業所における節エネ
ルギー等の取組を促し、環境意識の向上を図る必要があ
る。

１　限りあるエネルギーを大切に使う低炭素社会への転換

進捗状況（市域の年間エネルギー消費量：全体、家庭、業務）

全体：Ｂ　　家庭：Ｂ　　業務：Ｂ

業務部門の年間エネルギー消費量（従業員1人当たり）家庭部門の年間エネルギー消費量（市民1人当たり）

市域の年間エネルギー消費量

21.2 
23.1 

21.3 
18.9 

20.4 
19.3 

15.9 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

H2 H25 H26 H27 H28 H29
（現状）

R2
（目標）

11.7 
13.6 13.1 13.1 13.5 13.3 

8.6 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

H2 H25 H26 H27 H28 H29
（現状）

R2
（目標）

48.0 
52.0 

46.1 45.8 
50.0 49.8 

30.2 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H2 H25 H26 H27 H28 H29
（現状）

R2
（目標）

GJ/人

PJ

GJ/人
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（１）代表指標

評価

（２）指標

進捗状況

平成30年4月1日に締結した北摂7
市3町と食品スーパーとによるレジ
袋無料配布中止を趣旨とする協定に
より、目標値をすでに達成し、令和
元年度は微増したが、さらなる持参
率の向上に向け、協定締結事業者の
拡充等、取組を推進する必要があ
る。

【※1】平成29年（2017年）3月策定の吹田市一般廃棄物処理基本計画（後期改訂版）において、 目標値等の見直しを実施した
　　　　ため、当初の目標値から数値を変更しています。
【※2】これまでは単月の平均値を記入していましたが、より正確な比較を行うため、年間の平均値に修正しています。

35,698 36,359 35,063 29,854※1

マイバッグ持参率（％） ○ 44.7
※2

72.1
※2 79.6 60

災害廃棄物の影響で平成30年度の
焼却処理量については増加していた
が、令和元年度は減少した。しかし
ながら、目標値の達成に向けて家庭
や事業所においてごみ減量の取組を
さらに強化する必要がある。

ごみの年間排出量
（家庭系ごみ）
（トン）

× 78,289 80,499 81,029 78,883※1 平成30年度の大阪府北部地震及び
台風21号の影響による災害廃棄物
が落ち着いた令和元年度において
も、家庭系ごみの年間排出量が増加
した。
目標値の達成に向けてはごみ減量の
取組をさらに強化する必要がある。

ごみの年間排出量
（事業系ごみ）
（トン）

△

ごみの年間焼却処理量
（トン） △ 99,596 102,294 100,434 89,188※1

市民1人当たりのごみの排出量（1日）：B
リサイクル率：B

見解

ごみ減量・再資源化を推進する様々な取組の
結果、市民1人当たりのごみ排出量（1日）
は、平成30年度においては、大阪府北部地
震及び台風21号の影響による災害廃棄物が
大量に発生したため、排出量が増加し、リサ
イクル率も減少していたが、令和元年度は排
出量は減少し、リサイクル率は増加した。
今後も「吹田市一般廃棄物処理基本計画後期
改訂版」に基づいた雑がみ分別の啓発や事業
所への指導に取り組むとともに、使い捨てプ
ラスチックごみの削減など、ごみ減量にさら
なる取り組む必要がある。

指標 評価 H２９年度 H３０年度 R元年度 目標値 見解

2　資源を大切にする社会システムの形成

進捗状況（市民1人当たりのごみの排出量（1日）、リサイクル率）

853

842 843
861

850

788

16.6 15.6 16.3
14.9 15.4

24.0

0

5

10

15

20

25

30

740

760

780

800

820

840

860

880

H27 H28 H29 H30 R元 目標ｇ

（R2年度）
％

リサイクル率

市民1人当たりのごみ排出量（1日）

※

※印の年度は366日/年で計算しています。
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（１）代表指標

評価

（２）指標

進捗状況

歩道等における導入により累計が増
加しており、平成29年度（2017
年度）で目標値を達成したが、今後
も引き続き取り組んでいく。

【※1】面積累計に誤りがあったため、数値を変更しています。

透水性舗装面積累計
（㎡） ○ 63,300 73,907

※１ 76,377 59,500

平成2６年度（2014年度）の熱帯
夜数が２７日であったのに対し、令
和元年度（2019年度）が２９日と
２日増加したため、5年移動平均値
が増加した。当該指標は、ある程度
の長期間をもって評価する必要があ
る。

雨水浸透箇所数累計
（箇所） ○ 291 311 325 373

浸透箇所は増えているが、目標値の
達成には、今後も取組を進め、増や
していく必要がある。

令和元年度は、新たに環境美化推進
重点地区に指定した地域はなかっ
た。今後も、市民事業者等と連携し
て施策を進める必要がある。

下水道の高度処理普及率
（％） △

熱帯夜日数
（5年移動平均値） △ 32 32 33 35

環境美化推進重点地区 △ 7 9 9 15

64.0 63.8 63.7 65

見解

二酸化窒素の大気中の濃度は、近年全ての大気常時監
視測定局で目標値を達成している。
　
一般環境騒音の環境目標値達成率は、長期的には改善
傾向にある。近年では、低公害（低騒音）車の普及が
進んでいるが、引き続き道路管理者に低騒音舗装等の
要望を行い、環境の保全に努めていく。

河川のBODの目標達成率は、９０％以上で推移してお
り、高い水準にあるが、今後も河川パトロールの継
続、水質保全の啓発に努める必要がある。

見解

昨年度から高度処理水量の変化は無
かったが、人口が増加したために普
及率がわずかに減少している。

指標 評価 H２９年度 H３０年度 R元年度 目標値

３　健康で快適なくらしを支える環境の保全

進捗状況（環境目標値達成率）

《環境目標値達成地点数／総地点数》

　　二酸化窒素 ：A　　一般環境騒音 ：B　　河川BOD：B

（H25年度）

％100 100 100 100 100

84

90 90 90 90

100

97.9 91.7 95.8 

100
97.9

60

80

100

H27 H28 H29 H30 R元 目標

二酸化窒素

一般環境騒音

河川BOD

（Ｒ2年度）

％
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（１）代表指標

評価

（２）指標

進捗状況

目標値は、平成26年度（2014年
度）で達成した。
取組については、平成30年
（2018年）3月に策定した吹田市
道路・公園樹木適正管理指針に基づ
き実施する。

緑化路線延長累計
（ｍ） △ 76,789 78,217 78,217 76,000

団体数は目標値を上回り、さらに増
加傾向であるが、高齢等を理由に辞
退する団体があるといった課題は改
善されていない。

公園・緑地の利用し
やすさ満足度（点） Ü 62.4

（Ｈ26年度）
63.0

（Ｈ30年度）
63.0

（Ｈ30年度） ↗ 次回調査は令和４年度（2022年
度）である。

目標達成に向け、引き続き都市公園
の確保に努める必要がある。

市域面積に対する緑
地面積の割合（％） Ü

緑あふれる未来サ
ポーター制度（公
園）の登録団体数

○ 91 96 101 75

市民1人当たりに対
する都市公園面積
（㎡/人）

△ 8.7 8.8 8.7 10

15.4
（Ｈ26年度）

15.4
（Ｈ26年度）

15.4
（Ｈ26年度）

20

見
解

「吹田市域の緑被率」については、令和元年度（2019年
度）は調査を実施していないが、今後も第2次みどりの基本
計画改訂版に基づき、みどりの質及び量の双方を重視した
施策を推進する必要がある。
「木々や草花などの緑が多いのでまちに愛着や誇りを感じ
る市民の割合」については、令和元年度（2019年度）は
調査を実施していないが、平成30年度（2018年度）の調
査において、目標値を達成している。

見解

令和7年度（2025年度）に実施す
る第2次みどりの基本計画改訂版の
進行管理により状況を把握予定。

指標 評価 H２９年度 H３０年度 R元年度 目標値

４　みどりを保全・創出・活用し、市民に親しまれるまちの形成

進捗状況 （吹田市域の緑被率、木々や草花などの緑が多いの
でまちに愛着や誇りを感じる市民の割合）

緑被率：－
愛着や誇りを感じる市民の割合：－

26.7 26.1

30

10

15

20

25

30

H16 H25 目標

61.4 62.1 62

30

40

50

60

Ｈ26 Ｈ30 目標

吹田市域の緑被率
木々や草花などの緑が多いのでまちに愛着や誇りを

感じる市民の割合

（Ｒ7年度） （Ｒ2年度）

％

％
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（１）代表指標

評価

（２）指標

進捗状況

進捗率が4.1%増加したが、目標値
の達成に向けて、さらに取組を進め
る必要がある。

移動経路のバリアフ
リー化率（％） ○ 52.1 52.9 57.0 100

次回調査は令和４年度（2022年
度）である。

コミュニティバス1
便当たりの乗車人数
（人）

△ 20.3 19.0 19.1 ↗ １便当たりの乗車人数が0.1人増加
した。

鉄道・バスなどの公
共交通網の便利さ満
足度
（点）

Ü 65.1
（Ｈ26年度）

66.7
（Ｈ30年度）

Ü ↗

見解

住み続けたいと思う
市民の割合（％） Ü 69.1

（Ｈ26年度）
70.0

（Ｈ30年度）
Ü 80

次回調査は令和４年度（2022年
度）である。

指標 評価 H２９年度 H３０年度 R元年度 目標値

５　快適な都市環境の創造

進捗状況（まちなみが美しいと感じる市民の割合）

Ü

見解

次回調査は令和４年度（2022年度）である
が、目標値の達成のためには、引き続き、市
民・事業者への啓発や取組の支援を進めると
ともに、開発事業に対する誘導に取り組んで
いく必要がある。

57.2
58.6

60.7

70

0

10

20

30

40

50

60

70

80

Ｈ22 Ｈ26 Ｈ30 目標

％

（Ｒ2年度）
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

大阪大学大学院工学研究科附
属オープンイノベーション教
育研究センター（CoiRE）と
連携し、持続可能な社会を構
築するための「フュー
チャー・デザイン」をテーマ
とする公開シンポジウムを共
催した。（11月7日）
また、現在策定中の第３次環
境基本計画にもかかわるテー
マ（エネルギー分野等）を題
材としたワークショップを開
催した（3月30日）

大阪大学大学院工学研究科附
属オープンイノベーション教
育研究センター（COiRE）
と連携し、第３次環境基本計
画にもかかわるテーマ（エネ
ルギー分野等）を題材とした
ワークショップを開催した
（4月13日、6月23日、8月
31日）。ワークショップで
の議論を「2050年の仮想将
来世代からのアドバイス・
メッセージ」という形でまと
め、第3次環境基本計画にも
反映させた。

○

COiREの研究テーマで
ある「フューチャー・
デザイン」に協力する
ことは、本市の「環境
まちづくり」に資する
ものと考えている。
「フューチャー・デザ
イン」の社会実装に向
けた取組として、ワー
クショップの成果を第3
次環境基本計画に反映
させた点において、前
進がみられる。

環境政策室

平成30年度は、近隣公園
1、遊園3を開設しました。

令和元年度は、街区公園２、
遊園3を開設しました。

△

開発事業における都市
公園等の整備に関する
運用の見直しや、遊園
の統廃合・有効活用な
ど、小規模な都市公園
等の増加への対応が必
要

公園みどり室

吹田市公共交通マップ2019
の作成：21,000部
うち約半数を毎年転入窓口で
配布。その他は、市内の主な
駅、公共施設等で配布。

吹田市公共交通マップ2020
の作成：20,000部
うち約半数を毎年転入窓口で
配布。その他は、市内の主な
駅、公共施設等で配布。

△

公共交通マップを配布
することにより、公共
交通利用促進に寄与し
ている。

総務交通室

前年度に実施した高圧電力
（負荷率40%以下）に加
え、高圧電力（負荷率40%
以上）及び低圧電力（従量電
灯A、従量電灯B及び低圧電
力）も対象とし、再生可能エ
ネルギーの導入拡大を創出す
ることを目的に、再生可能エ
ネルギー比率の高い電気を供
給する等、環境に配慮した小
売電気事業者からの電力調達

を市有施設302施設※で実施
した。

※報告数に誤りがあったた
め、修正しています。

再生可能エネルギーの導入拡
大を創出することを目的に、
再生可能エネルギー比率の高
い電気を供給する等、環境に
配慮した小売電気事業者から
の電力調達を市有施設336
施設で実施した。

△

昨年度に引き続き、高
圧電力（負荷率40%
超）、高圧電力（負荷
率40%以下）、低圧電
力について、再生可能
エネルギー比率の高い
電気を供給する等、環
境に配慮した小売電気
事業者からの電力調達
を行った。

環境政策室

学校の大規模改造工事(12
件)、トイレリニューアル工
事(10件)及び屋内運動場改造
工事(5件)と、他改修・修繕
で新設・更新する照明器具・
誘導灯についてＬＥＤ照明を
導入した。また、上記トイレ
リニューアル工事において人
感センサーを導入した。

学校の大規模改造工事(13
件)、トイレリニューアル工
事(11件)及び屋内運動場改造
工事(5件)と、他改修・修繕
で新設・更新する照明器具・
誘導灯についてＬＥＤ照明を
導入した。また、上記トイレ
リニューアル工事において人
感センサーを導入した。

△
今後も引き続き省エネ
ルギー機器等の導入を
進める。

学校管理課

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
（

1
）

① 低炭素まちづくりの検討
及び推進

・下水熱など未利用エネル
ギーの活用
・自動車利用抑制による公共
交通機関の利用促進等
・公園等における緑地の保全
及び緑化の推進

環境政策室
総務室

資産経営室
地域経済振興室

都市計画室
開発審査室
総務交通室

道路室
公園みどり室

経営室
学校管理課

② 公共施設における率先実
行（節エネルギー、省エネル
ギー、低炭素エネルギー）

・節エネルギーの率先実行
・省エネルギー機器・再生可
能エネルギーの導入拡大
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

③ 廃棄物処理関連施設包括
的管理運営事業

本市資源循環エネルギーセン
ター、破砕選別工場、資源リ
サイクルセンター及びストッ
クヤードの管理運営に、民間
の活力及び経営手法を導入す
ることにより、より効率的で
効果的な廃棄物処理事業及び
環境啓発に関する事業を行う
ことの様々な可能性につい
て、調査・比較・検討を行
う。

資源リサイクルセンターの事
業として、昨年度に引き続
き、地球温暖化防止動画コン
テストを開催するとともに、
地球温暖化防止をテーマとし
た啓発イベントをアジェンダ
21すいたと連携しエキスポ
シティ内において実施した

資源リサイクルセンターの事
業として、昨年度に引き続
き、地球温暖化防止動画コン
テストを開催するとともに、
地球温暖化防止をテーマとし
た啓発イベントをアジェンダ
21すいたと協力し、エキス
ポシティ内において実施し
た。

△

資源リサイクルセン
ターの事業として、地
球温暖化防止に向けた
環境啓発事業を、学生
等とも連携し、実施す
ることができた。今後
は、環境問題にあまり
関心がない層などに対
しての働きかけもさら
に積極的に行う必要が
ある。

環境政策室

④ 再生可能エネルギーの導
入促進

昨年度に引き続き、おおさか
スマートエネルギー協議会
（市町村部会）等に参加し情
報収集を行った。
本年度は、本市で取り組んで
いる電力調達について、各市
町村へ情報提供を行った。ま
た、大阪府及び大阪市が共同
で取り組むおおさかスマート
エネルギーセンターについ
て、ＨＰで紹介し、市民・事
業者に情報提供を行ってい
る。
また、アジェンダ21すいた
との連携・協働による十五夜
ムーンライトコンサートにお
いて、昼間に太陽光パネルで
充電した電気自動車を展示
し、その電力を使ってコン
サートにかかる電力をまかな
うことで、太陽光発電の導
入、普及に関する啓発を行っ
た。

再生可能エネルギーの導入拡
大を創出することを目的に、
購入希望者を募ることで、ス
ケールメリットを活かして、
再生可能エネルギー比率の高
い電気の比較的割安な購入が
期待できる、再生可能エネル
ギー比率の高い電力のグルー
プ購入事業を市民向けに開始
した。今年度は、第1回の電
力グループ購入キャンペーン
を実施し、再生可能エネル
ギー比率の高い電力の購入希
望者を募集するとともに、購
入希望者と同電力を供給する
小売電気事業者との契約をサ
ポートした。
また、アジェンダ21すいた
によるすいたムーンライトコ
ンサートにおいて、昼間に太
陽光パネルで充電した電気自
動車を展示し、その電力を
使ってコンサートにかかる電
力をまかなうことで、太陽光
発電の導入、普及に関する啓
発を行った。また、じぶん発
電所作り基礎講座において市
民向けに家庭（ベランダ等）
で使用可能な自作の太陽光発
電設備の啓発を行った。

○

新規事業として、市民
向けに再生可能エネル
ギー比率の高い電力の
グループ購入事業を展
開し、市民に対して、
再生可能エネルギー比
率の高い電力への切替
えを促し、再生可能エ
ネルギーの導入拡大を
図った。
 本市のHPやアジェン
ダ21すいたとの連携・
協働によるイベントな
どにおいて、再生可能
エネルギーの導入促進
の啓発を行っている
が、更なる導入促進に
向けた支援策や啓発を
行う必要がある

環境政策室

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
（

2
）

環境政策室
総務室

資産経営室
地域経済振興室

都市計画室
開発審査室
総務交通室

道路室
公園みどり室

経営室
学校管理課
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

小・中学校校舎大規模改造工
事など、26施設で防水工事
を実施し、仕上げ塗料に高反
射塗料を採用した。

校舎・屋内運動場の大規模改
造工事等において、屋上防水
改修を「26棟」実施し、仕
上げ塗料に高反射塗料を採用
した。

△
防水改修工事の際には
今後も積極的に高反射
塗料を採用していく。

学校管理課

平成30年度透水性舗装施工

面積：2289.9㎡※

※面積に誤りがあったため、
修正するものです。

令和元年度透水性舗装施工面
積：2428.0㎡

△

歩道舗装更新の際に、
ヒートアイランド対策
としても効果が期待で
きる透水性舗装の整備
に努めており、今後も
引き続き行う予定であ
る。

道路室

歩道等舗装工事の際に、ヒー
トアイランド対策としても効
果が期待できる透水性舗装の
整備を実施した。
平成30年度実績
千里南地区センター再整備事
業　510㎡
千里山駅周辺整備事業
210㎡
都市計画道路南吹田駅前線立
体交差事業　3212㎡
都市計画道路南吹田駅前線関
連道路整備事業　863㎡
都市計画道路岸部中千里丘線
道路新設事業　3522㎡

歩道等舗装工事の際に、ヒー
トアイランド対策としても効
果が期待できる透水性舗装の
整備を実施した。
令和元年度実績
都市計画道路千里山佐井寺線
道路新設事業　42㎡

△

整備事業の完成に伴い
前年度と比較すると舗
装施工数量が減少した
ものの、施工数量に対
する透水性舗装が占め
る割合等の取組内容は
前年度と同様であるた
め。

地域整備推進室

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、高
反射性塗装を実施する等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、環境まちづくりガイド
ライン【開発・建築版】によ
り、市内で開発や建築などを
行おうとする事業者に対し、
計画の早い段階から高反射性
塗装を実施する等のヒートア
イランド対策への取組の検討
及び実施を求めた。
さらに、環境まちづくりガイ
ドライン【開発・建築版】
(平成30年度版)では、ヒート
アイランド対策に関する取組
項目を「建物屋根面・壁面」
と「地表面」の２つに増や
し、より具体的な対策を示す
ようにした。

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、高
反射性塗装を実施する等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、ヒートアイランド対策
に関する取組項目を「建物屋
根面・壁面」と「地表面」の
２つに増やし、より具体的な
対策を示すようにした環境ま
ちづくりガイドライン【開
発・建築版】（平成30年度
版）により、市内で開発や建
築などを行おうとする事業者
に対し、計画の早い段階から
高反射性塗装を実施する等の
ヒートアイランド対策への取
組の検討及び実施を求めた。

△

公共施設におけるヒー
トアイランド対策の推
進や、開発や建築など
を行おうとする事業者
に対して取組の検討及
び実施を求め、今後も
引き続きヒートアイラ
ンド対策が促進される
よう努めていく。

環境政策室

平成30年度完了実積
屋上緑化
（１件 14.85㎡）
壁面緑化
（0件）

令和元年度完了実積
屋上緑化
（0件）
壁面緑化
（0件）

△

屋上緑化・壁面緑化は
減少しましたが、吹田
市開発事業の手続等に
関する条例の基準以上
の緑化を求めていま
す。

公園みどり室

アジェンダ21すいたにおい
て、平成30年5月26日
（土）に、「みどりのカーテ
ン講座」を開催し、苗の植え
方、育成方法等を専門家から
解説してもらうとともに、
ゴーヤの苗を参加者に配付し
た。当日は30名を対象に実
施した。

アジェンダ21すいたにおい
て、令和元年5月23日
（土）に、「みどりのカーテ
ン講座」を開催し、苗の植え
方、育成方法等を専門家から
解説してもらうとともに、
ゴーヤの苗を参加者に配付し
た。当日は44名を対象に実
施した。

△

今後も、引き続き事業
を継続するとともに、
緑化の推進のための啓
発活動及び事業者や市
内環境団体との連携を
進めていく。

環境政策室

ヒ
ー

ト
ア
イ
ラ
ン
ド
対
策
の
推
進
（

1
）

① 建築物・道路・駐車場の
高温抑制化（高反射性塗装、
透水性・保水性・遮熱性舗装
など）

環境政策室
資産経営室

地域経済振興室
都市計画室
開発審査室
総務交通室

道路室
公園みどり室

地域整備推進室
管路保全室
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、屋
上・壁面緑化を実施する等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、環境まちづくりガイド
ライン【開発・建築版】によ
り、市内で開発や建築などを
行おうとする事業者に対し、
計画の早い段階から屋上・壁
面緑化を実施する等による
ヒートアイランド対策への取
組の検討及び実施を求めた。
さらに、環境まちづくりガイ
ドライン【開発・建築版】
(平成30年度版)では、ヒート
アイランド対策に関する取組
項目を「建物屋根面・壁面」
と「地表面」の２つに増や
し、より具体的な対策を示す
ようにした

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、屋
上・壁面緑化を実施する等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、環境まちづくりガイド
ライン【開発・建築版】によ
り、市内で開発や建築などを
行おうとする事業者に対し、
計画の早い段階から屋上・壁
面緑化を実施する等による
ヒートアイランド対策への取
組の検討及び実施を求めた。

△

公共施設におけるヒー
トアイランド対策の推
進や、開発や建築など
を行おうとする事業者
に対して取組の検討及
び実施を求め、今後も
引き続きヒートアイラ
ンド対策が促進される
よう努めていく。

環境政策室

③ 水辺空間の保全、親水空
間の創出

河川管理者と協働し河川の清
掃を行った。
(糸田川の清掃を年２回実施)

河川管理者と協働し河川の清
掃を行った。
(糸田川の清掃を年２回実施)

△
今後も引き続き糸田川
清掃業務を実施する予
定である。

管路保全室

② 公園緑地・街路樹の整
備、緑化の推進（屋上・壁面
緑化、みどりのカーテンな
ど）
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

④ 建築物の省エネルギー
化、空調排熱の潜熱化

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、建
築物の省エネルギー化等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、環境まちづくりガイド
ライン【開発・建築版】によ
り、市内で開発や建築などを
行おうとする事業者に対し、
計画の早い段階から建築物の
省エネルギー化等によるヒー
トアイランド対策への取組の
検討及び実施を求めた。

吹田市役所エコオフィスプラ
ン及び吹田市環境まちづくり
ガイドライン【開発・建築
版】に基づき、公共施設の新
築、大規模改修の際には、建
築物の省エネルギー化等の
ヒートアイランド対策の推進
を働きかけている。
また、環境まちづくりガイド
ライン【開発・建築版】によ
り、市内で開発や建築などを
行おうとする事業者に対し、
計画の早い段階から建築物の
省エネルギー化等によるヒー
トアイランド対策への取組の
検討及び実施を求めた。

△

公共施設におけるヒー
トアイランド対策の推
進や、開発や建築など
を行おうとする事業者
に対して取組の検討及
び実施を求め、今後も
引き続きヒートアイラ
ンド対策が促進される
よう努めていく。

環境政策室

⑤ ドライ型ミストの設置

⑥ ヒートアイランド現象の
モニタリング

ヒートアイランド現象の把握
のため、市域における７月～
９月の熱帯夜数の把握を行っ
た。

ヒートアイランド現象の把握
のため、市域における熱帯夜
数の把握を行った。

△

今後もヒートアイラン
ド現象調査として、熱
帯夜数の把握を行う。
また、機会を捉えて市
域の気温分布調査の実
施を検討する。

環境政策室

ヒ
ー

ト
ア
イ
ラ
ン
ド
対
策
の
推
進
（

2
）

環境政策室
資産経営室

地域経済振興室
都市計画室
開発審査室
総務交通室

道路室
公園みどり室
管路保全室
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

吹田市立市民公益活動セン
ターにおいて、市民公益活動
のフェスタとして、南千里か
えっこバザールを開催した。
使わなくなったおもちゃを捨
てずに再利用することによる
環境負荷の低減と同時に世代
間交流を通じた地域の活性
化、子供たちの社会貢献活動
への参加促進、千里ニュータ
ウンプラザ内の他施設との連
携促進を図った。

実績なし
（かえっこバザールについて
は平成30年度限りで終了し
ました。）

Ü Ü 市民自治推進室

（公財）千里リサイクルプラ
ザと共催で、環境学習発表会
を２月2日に、環境学習展示
発表会を2月2日及び２月5
日から2月8日に開催するこ
とにより、市内の小中学校等
における環境学習の取組の周
知を図った。

（公財）千里リサイクルプラ
ザと共催で、環境学習発表会
を２月1日に、環境学習展示
発表会を2月1日から2月7日
に開催することにより、市内
の小学校等における環境学習
の取組の周知を図った。

△

今後も（公財）千里リ
サイクルプラザと共催
で、環境学習発表会を
環境教育フェスタと同
時に同会場で開催する
ことで、学校教育にお
ける環境学習の成果を
広く市民に周知できる
よう努める。

環境政策室

② 積極的な情報提供、相互
情報の共有・活用

環境省の公募事業である「地
域循環共生圏構築検討業務」
（実施主体：認定特定非営利
活動法人「大阪自然史セン
ター」、活動地域：本市及び
能勢町）に平成28年度から
参画している。「地域循環共
生圏」の構築に向けて、農林
業支援を通じた生物多様性の
保全や人材育成等に関する取
組を平成29年度に引き続き
行った。
今後の本市と能勢町の連携の
方向性の確認のため、「吹田
市と能勢町との地域循環共生
圏構築に係る確認書」を交わ
した。
更に、能勢町産材等の利用推
進の土台となるものである
「吹田市木材利用基本方針」
を策定した。

平成28年度～平成30年度の
間、環境省の公募事業である
「地域循環共生圏構築検討業
務」（実施主体：認定特定非
営利活動法人「大阪自然史セ
ンター」、活動地域：本市及
び能勢町）に参画してきた。
そこでの検討を踏まえ、本市
と能勢町との連携をより具体
的なものにするために、「吹
田市公共施設等への能勢町産
等木材利用推進検討会議」を
設置し、公共施設における能
勢町産等木材の利用推進に向
けた検討を開始した。

○

平成30年度までの検討
結果を踏まえ、両市町
間での連携をさらに具
体的な物にするため
に、公共施設における
木材利用に踏み込んだ
会議体を設置し、議論
を開始した点におい
て、取組の前進が見
られたと言える。

環境政策室

環境政策室

環境政策室
市民自治推進室
地域経済振興室

学校教育室
まなびの支援課

環
境
パ
ー

ト
ナ
ー

シ
ッ

プ

（

連
携
・
協
働
）

の
推
進

① 活動や交流・連携の場を
備えたプラットフォーム組織
の形成・拡充の支援

・さまざまな主体が集い、活
動や交流を進める場の整備の
推進
・市民団体や企業などを中間
支援するパートナーシップ組
織の形成

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたを推進した。
・会員数73名
・環境教育フェスタで市内環
境団体の交流会を開催10団
体から合計19名参加
・みどりのカーテン講座1回
・すいた環境教育フェスタに
参加
・ニュースレター及びエコプ
レスの発行各4回
・生物多様性に係るイベント
1回の開催
・吹田市立博物館夏季展示に
おけるまちなか水族館ボラン
ティアによる淡水魚の展示
・エコキャンドル作りを実施
５回対象者合計97名
・すいたクールアースウィー
クを実施し、市内公共施設や
企業等が期間中の取組に参加
した。
・CO2排出ほぼゼロによる
「十五夜ムーンライトコン
サート」を開催、約250名
の来場者があった。
・食品ロス削減の取組とし
て、ＪＲ吹田駅前商店街及び
江坂駅周辺の店舗等を回り、
食品ロス削減に関する啓発
グッズの掲示等の協力要請を
行った。「すいた食べきり運
動啓発キャンペーン推進協力
店」は、現在54店舗であ
り、アジェンダ21すいたの
ホームページに一覧を掲載し
ている。

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたを推進した。
・会員数62名
・環境教育フェスタで市内環
境団体の交流会を開催3団体
から合計7名参加
・みどりのカーテン講座1回
・エコクッキング講座１回
・すいた環境教育フェスタに
参加
・エコレターの発行年4回
・すいすいくん祭り・吹田市
立博物館夏季展示におけるま
ちなか水族館ボランティアに
よる淡水魚の展示
・エコキャンドル作りを実施
１回対象者合計32名
・省エネ相談会を実施３回計
34組。
・じぶん発電所作り基礎講座
実施１回対象者28名。
・すいたクールアースウィー
クを実施し、市内公共施設や
企業等が期間中の取組に参加
した。
・CO2排出ほぼゼロによる
「すいたムーンライトコン
サート」を開催、約500名
の来場者があった。
・食品ロス削減の取組とし
て、北千里駅、南千里駅、及
び千里山駅周辺の店舗等を回
り、食品ロス削減に関する啓
発グッズの掲示等の協力要請
を行った。「すいた食べきり
運動啓発キャンペーン推進協
力店」は、現在74店舗であ
り、アジェンダ21すいたの
ホームページに一覧を掲載予
定。
・生物多様性に係るイベント
1回（中止：新型コロナウイ
ルスのため）

△

今後も、引き続き事業
を継続するとともに、
地球温暖化防止のため
の活動を中心にして啓
発活動及び事業者や市
内環境団体との連携を
進めていく。
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

① 環境教育等促進法に基づ
く環境教育の充実

・教材の開発や情報の提供
・教職員の資質向上に向けた
研修等の実施　など

・環境教育担当者会を２回実
施。企業等の出前授業やサー
ビスについての紹介や、国・
府からの伝達、各校の取組交
流を実施した。成果や課題に
ついて交流し、教職員の資質
向上も図った。

・環境教育担当者会を２回実
施。企業等の出前授業やサー
ビスについての紹介や、国・
府からの伝達、各校の取組交
流を実施した。成果や課題に
ついて交流し、教職員の資質
向上も図った。

△

・年２回の担当者会を
より良くしていくため
に、情報収集と周知に
努めていく。

学校教育室

② 太陽光発電、太陽熱利用
など再生可能エネルギーの導
入

なし

【小学校】
吹田市立千里第二小学校
吹田市立高野台小学校
【中学校】
吹田市立第五中学校
吹田市立山田東中学校

各小中学校に太陽光発電
10kW を導入

○
今後も引き続き太陽光
発電設備の導入を進め
る。

学校管理課

③ みどりのカーテン、ビオ
トープ、ミニ水田などの実施

・みどりのカーテン11校で
実施。
・ビオトープを17校で実
施。
・学童農園を20校、校内ミ
ニ水田を13校、バケツ稲を
5校で実施。

・みどりのカーテン9校で実
施。
・ビオトープを18校で実
施。
・学童農園を20校、校内ミ
ニ水田を13校、バケツ稲を
2校で実施。

△
・ＮＰＯ法人や農家の
方々等と連携し、取組
施校の増加に努める。

学校教育室

④ 校内物品のリサイクル、
生ごみ等の減量化・堆肥化

・エコスクール活動簿（環境
の取組チェックシート）を活
用し、全小・中学校５４校に
おいて、児童・生徒、教員の
エコに対する意識の向上を
図った。各校の実情を環境教
育担当者会で交流し、取組の
推進を促した。

・エコスクール活動簿（環境
の取組チェックシート）を活
用し、全小・中学校５４校に
おいて、児童・生徒、教員の
エコに対する意識の向上を
図った。各校の実情を環境教
育担当者会で交流し、取組の
推進を促した。

△

・エコスクール活動簿
の取組により、年々エ
コの意識化が進んでい
る。今後も引き続き取
組んでいく。

学校教育室

⑤ 環境学習副読本等の活用
・引き続き環境教育副読本を
全小・中学校54校に配置し
ている。

・引き続き環境教育副読本を
全小・中学校54校に配置し
ている。

△

・今後も引き続き、環
境教育副読本を全小・
中学校54校に配置して
いく。

学校教育室

⑥ 環境教育の場の充実

・ＮＰＯ法人や（公財）千里
リサイクルプラザと連携した
体験的な活動や、学校での取
組を発表する場を設定した。
出前授業の紹介を４月に行う
ことで、見通しのある環境教
育を提供できた。

・ＮＰＯ法人や（公財）千里
リサイクルプラザと連携した
体験的な活動や、学校での取
組を発表する場を設定した。
出前授業の紹介を４月に行う
ことで、見通しのある環境教
育を提供できた。

△

・環境教育に取組む専
門性の高い機関及び地
域等の人材について情
報収集に努める。

学校教育室

学
校
で
の
環
境
教
育

（

エ
コ
ス
ク
ー

ル
）

の
推
進

環境政策室
学校管理課
学校教育室
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

① 環境教育等促進法に基づ
く協働取組などの推進
・市民団体や事業者、行政の
協働取組の推進
・環境保全活動を行う団体等
への支援　など

廃油石鹸作り、ごみの分別方
法、緑のカーテン講座、古着
のリフォーム講座をはじめと
した地区公民館講座の開催
（主催は各地区公民館）（計
37回開催）

古布の活用、古着のリフォー
ム、廃油石鹸づくり、廃材を
利用した物作りなどの環境講
座を地区公民館主催講座とし
て開催（計21回）

△

２月以降の講座が中止
となったため実施回数
は減少したが、取り組
みは継続されており、
今後もさらに推進でき
るよう公民館と協力し
ていく。

まなびの支援課

市報すいたやホームページな
どで広報を行い、市内の団体
から1件講師の派遣依頼が
あったため、環境教育にかか
る出前講座を実施した。

市報すいたやホームページ等
で広報を行い、市内の団体か
ら４件の講師依頼があり、環
境教育について講師を派遣し
出前講座を実施した。

△

現代的課題でもあり、
市民の関心も少しづつ
ではあるが高まってき
ている。広報を更に進
めていく。

まなびの支援課

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたにおいて実施した。

・生物多様性に関するイベン
トの開催１回（すいた環境学
生ネットワークと共催）
・みどりのカーテン講座1回
・エコキャンドル講座5回開
催

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたにおいて実施した。

・マイクロプラスチックに関
わる講演会１回
・みどりのカーテン講座1回
・エコクッキング講座１回
・エコキャンドル講座１回開
催
・じぶん発電所づくり基礎講
座１回

○

時代に即した話題性の
あるトピックに対する
講演会を実施すること
ができた。今後も常に
変化する環境問題の最
先端を捉えた講座を実
施していきたい。

環境政策室

推進会議（意見交換
会）：２回
食品ロス削減キャン
ペーン：６回

今年度も、市内の各主
体と連携・協働を図り
ながら、市民に広く周
知していくことのでき
る効果的なイベントを
積極的に開催してい
く。

環境政策室

③ 講演や講座などの学習機
会の充実

地
域
に
お
け
る
環
境
教
育
の
推
進
（

１
）

環境政策室
市民自治推進室
地域経済振興室
まなびの支援課

学校教育室

② 効果的なイベント（講習
会・発表会、展示など）の開
催

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたを推進した。

・外来種問題について考えよ
うのフィールドワーク1回
・みどりのカーテン講座1回
・すいた環境教育フェスタに
おいて、マイボトルの啓発、
食品ロスに関する展示
・生物多様性に係るイベント
1回
・エコキャンドル講座を5回
実施
・地球温暖化防止のため「す
いたクールアースウィーク」
を実施し、市内公共施設や企
業等が期間中の取組に参加し
た。
・「すいた、わたしのエコ宣
言」の推進で市民、事業者に
よるエコ宣言およそ1,000人
分から作成したエコ宣言の動
画をエキスポシティ光の広場
で上映

環境問題について理解と認識
を深め、環境保全に関する実
践的な能力・態度を育てるこ
とを目的に平成3１年2月2
日（土）「すいた環境教育
フェスタ」を開催した。参加
者は856名。各団体の環境
に対する取組展示やワーク
ショップの実施等。

「すいたレジ袋削減・マイ
バッグ推進協議会」がレジ袋
無料配布中止協定の締結によ
り発展的に解消し、市民・事
業者・行政が三者協働でごみ
減量再資源化に取り組む「吹
田市ごみ減量再資源化推進会
議」を設立した。
・マイバッグ・食品ロス削減
キャンペーンを実施

市民・事業者・行政の三者協
働組織であるアジェンダ21
すいたを推進した。

・特定外来生物駆除フィール
ドワーク1回
・みどりのカーテン講座1回
・エコクッキング講座１回
・すいた環境教育フェスタに
おいて、マイボトルの啓発、
食品ロスに関する展示
・エコキャンドル講座を1回
実施
・じぶん発電所作り基礎講座
実施１回
・地球温暖化防止のため「す
いたクールアースウィーク」
を実施し、市内公共施設や企
業等が期間中の取組に参加し
た。
環境問題について理解と認識
を深め、環境保全に関する実
践的な能力・態度を育てるこ
とを目的に令和２年２月１日
（土）「すいた環境教育フェ
スタ」を開催した。参加者は
602名。各団体の環境に対
する取組展示やワークショッ
プの実施等。
・生物多様性に係るイベント
1回（中止：新型コロナウイ
ルスのため）

市民・事業者・行政が三者協
働でごみ減量再資源化に取り
組む「吹田市ごみ減量再資源
化推進会議」にて、年２回意
見交換をした。また、スー
パーの店頭で食品ロス削減
キャンペーンを実施した。

△
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

地域でのごみ減量・再資源化
を図るため、市民を対象とし
たごみ減量再資源化講座、食
品ロス削減講座や、環境施設
見学会を実施した。また、廃
棄物減量等推進員を対象とし
た、環境施設見学会や全体会
を実施した。

地域でのごみ減量・再資源化
を図るため、市民を対象とし
たごみ減量再資源化講座、食
品ロス削減講座や、環境施設
見学会を実施した。また、廃
棄物減量等推進員を対象とし
た環境施設見学会や全大会を
実施した。

△

ごみ減量・再資源化を
図るため、今後も講座
等を実施し、市民が主
体となり取組を推進で
きるよう努める。ま
た、食品ロス削減やプ
ラスチックごみ削減に
対して、関心のない人
が取り組めるようなイ
ベントも考えていきた
い。

環境政策室
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第２次環境基本計画改訂版　令和元年度重点プロジェクトの実績一覧（R2.3.31現在）

重点プロ
ジェクト 取組内容

平成30年度の実績
（参考）

令和元年度の実績
自己
評価

担当室課の
見解など

担当室課 関係室課

④ 地域において環境保全活
動を担う人材の育成

それぞれの家庭や地域におい
て、環境活動を実践する人材
を育成するため、シニア層に
限定することなく、幅広い世
代を対象とした「すいた環境
サポーター養成講座」を開催
した。28名が講座を受講
し、15名が修了した。

それぞれの家庭や地域におい
て、環境活動を実践する人材
を育成するため、シニア層に
限定することなく、幅広い世
代を対象とした「すいた環境
サポーター養成講座」を開催
した。12名が講座を受講
し、9名が修了した。

△

受講者数の伸び悩みの
原因の一つとして回数
の多さが負担になって
いると考え、現在の講
座体系を見直すととも
に、育成する人材の目
標を、環境団体の中核
を担う専門家の育成か
ら、身近なところから
環境活動に参加しても
らう人材の育成へシフ
トし、より幅広い層か
らの環境活動の実践を
促す。
　また、小学生以下を
対象とした公開講座を
実施し、若年時からの
環境教育の実践を強化
する。

環境政策室

⑤ 学習プログラムや教材の
研究・開発

アジェンダ21すいたにおい
て、環境学習としての学校版
ＣＯ2ダイエットに取り組む
学校の発掘に取組んだ。現
状、取り組む学校は見当たら
なかったが、引き続き、学校
にアプローチし、発掘に取り
組んでいく。

アジェンダ21すいたにおい
て、環境学習としての学校版
ＣＯ2ダイエットに取り組む
学校の発掘に取組んだ。現
状、取り組む学校は見当たら
なかったが、今後はサタデー
スクール等、アプローチ方法
を変えて、引き続き、取り組
む学校の発掘に取り組んでい
く。

△

今後のアジェンダ21す
いたの取組において、
学校に対するより効果
的な啓発方法を研究し
ていきたい。

環境政策室

地
域
に
お
け
る
環
境
教
育
の
推
進
（

２
）

環境政策室
市民自治推進室
地域経済振興室
まなびの支援課

学校教育室
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環境審議会評価

　　　令和元年度の環境施策の実績及び進捗状況について、環境審議会で
　　　審議や評価を行いました。
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目標ごとの審議会評価

１　限りあるエネルギーを大切に使う低炭素社会への転換

　エネルギー消費量については、平成23年度（2011年度）の原発事故の影響による電力需給

のひっ迫に伴う節エネルギー意識の向上等により減少傾向にありましたが、最新の平成29年度

（2017年度）においては、暑夏や寒冬となった気候の状況等により、家庭部門及び業務部門で

は減少せずに横ばいとなっています。一方、産業部門においてはエネルギー消費量が減少してお

りますが、これはエネルギー消費量の大きい鉄鋼業等の製造品出荷額が減少したことによるもの

です。その結果、市域全体のエネルギー消費量も減少しています。温室効果ガスの排出量につい

ては、エネルギー消費量の減少に加え、電気の排出係数(※)も減少したことにより、減少してい

ます。しかしながら、特に家庭・業務部門における取組の強化なしには目標達成が極めて困難な

ことから、限られたエネルギー資源の中での節エネルギーの推進や、LED照明等の省エネル

ギー機器の導入等、家庭でのライフスタイルや事業活動でのビジネススタイルの転換を強化する

必要があります。

　また、令和元年度（2019年度）は、市民・事業者への節エネルギー・省エネルギー機器及び

再生可能エネルギーの導入についての啓発・誘導が実施されるとともに、市役所の率先行動とし

て、これらの機器の導入が行われています。

　今後、これらの取組を更に展開するとともに、市域における再生可能エネルギーの積極的な導

入、省エネルギー機器等への更新・導入及び住宅の断熱化を進めるなど、低炭素社会への転換を

目指し、取組を加速させる必要があります。とりわけ市域で最もエネルギー消費量の割合が大き

い業務部門の削減を進めるためには、公共施設において、エネルギー消費量の大幅な削減に向

け、率先して再生可能エネルギー及び省エネルギー機器等の更新・導入を進めるとともに、その

成果やノウハウを市内の事業所へ情報提供を行うことで、導入促進を図る必要があります。

　更なる取組の強化に向けて、令和2年度（2020年度）に策定予定の「吹田市第2次地球温暖

化対策新実行計画」において、エネルギー消費量等の削減を推進する施策を立案し、市民・事業

者と連携しながら、積極的に取り組んでいく必要があります。
(※) 電気の（CO2）排出係数とは、電気の供給量（1kWh）当たりどれだけのCO2を排出しているかを示す数値です。

　　電気の使用に伴うCO2排出量は（電気の使用量）×（電気の排出係数）で算出します。排出係数が増加すると、CO2排出量も

　　増加します。火力発電の割合が高くなれば、一般的に電気の排出係数が増加します。

２　資源を大切にする社会システムの形成

　市民1人当たりのごみの排出量は、ごみ減量・再資源化を推進する様々な取組の成果に加え

て、平成30年度（2018年度）の大阪府北部地震及び台風21号の影響による災害廃棄物が落ち

着いたこともあり、令和元年度（2019年度）においては、減少しています。同様の理由によ

り、リサイクル率は増加し、ごみの年間焼却処理量及び事業系ごみの年間排出量は減少していま

す。一方、家庭系ごみの年間排出量については、人口増加の影響もあり、令和元年度（2019年

度）においては微増しています。また、市民の身近な環境活動の1つであるマイバッグの持参率

については、マイバッグ等の持参促進及びレジ袋削減に関する協定を締結したこともあり、令和

元年度（2019年度）は、平成30年度（2018年度）に引き続き、目標値である60%を達成し

ています。持参率をさらに向上させるために、引き続き取組を強化していく必要があります。

　一部改善傾向にあるものの、目標値未達成の指標については、取組の強化が必要であることか

ら、平成29年（2017年）３月に改訂された「吹田市一般廃棄物処理基本計画 後期改訂版」に

基づき、更なる市民・事業者の意識の向上及び環境に配慮した行動への誘導を図る必要がありま

す。具体的には、食品ロスの削減、廃棄物減量等推進員制度の活用による雑がみ等の資源ごみの

分別排出の徹底、再生資源集団回収の活性化、溶融スラグの資源化促進、多量排出を行う事業者

への指導・啓発の充実、使い捨てプラスチックごみの削減等の取組を進めていく必要がありま

す。
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　環境汚染防止対策については、監視体制の充実や市民、事業者への啓発活動の推進により、着

実に施策や取組が進んでいます。令和元年度（2019年度）は、平成30年度（2018年度）に

引き続き大気中の二酸化窒素濃度の環境目標値達成率100％（全測定局数４局）が維持されて

います。今後も、大気汚染や水質汚濁などの環境汚染に適切に対応するため、きめ細やかな規制

や誘導、啓発を行う必要があります。

　環境美化の推進については、環境美化の啓発や違法簡易広告物の撤去等の環境美化活動を市

民、事業者と連携して実施しています。今後も公共空間の美化、住環境の向上に向けて、市民、

事業者との連携・協働による取組を継続する必要があります。

　近年、都市部で注目されているヒートアイランド現象の緩和・抑制に向けては、吹田市役所エ

コオフィスプランや環境まちづくりガイドライン【開発・建築版】の手続を活用して、公共事

業、開発事業ともに対策の促進が図られています。今後も、特に夏場における省エネルギーを推

進するとともに、建築物・道路・駐車場の蓄熱抑制化など、地域特性に応じた具体的な施策や取

組を進める必要があります。

４　みどりを保全・創出・活用し、市民に親しまれるまちの形成

　平成30年度（2018年度）に、「木々や草花などの緑が多いのでまちに愛着や誇りを感じる

市民の割合」が目標値を達成しています。また、平成27年度（2015年度）に、緑あふれる未

来サポーター制度（公園）の登録団体数が目標値を達成しており、緑化路線延長累計について

も、平成26年度（2014年度）に目標値を達成しています。一方、市民1人当たりに対する都

市公園面積については、横ばいとなっています。令和元年度（2019年度）は、指標に関する調

査が実施されていませんが、今後も、平成28年（2016年）8月に改訂された「吹田市第2次み

どりの基本計画 改定版」に基づき、質及び量を共に重視した緑化を推進する必要があります。

５　快適な都市環境の創造

　景観に配慮したまちづくりについては、景観パネル展の開催や景観アドバイザーの派遣、景観

まちづくり活動補助金の交付などの取組が進められています。

　市域の開発に対しては、すまいる条例や環境まちづくり影響評価条例、環境まちづくりガイド

ライン【開発・建築版】を運用し、環境に配慮した開発事業の誘導が図られています。

　交通環境については、市民向けの公共交通マップを作成・配布し、自動車利用の抑制を図るな

ど啓発が進んでいます。コミュニティバス１便当たりの乗車人数については横ばいで推移してい

ます。一方、移動経路のバリアフリー化率については増加傾向にあるものの、目標値達成が厳し

い状況にあることから、取組を更に加速させる必要があります。

　令和元年度（2019年度）は、指標に関する調査が実施されていませんが、今後も目標値達成

のため、引き続き市民・事業者等への啓発や取組の支援を進めるとともに、環境に配慮した開発

事業への誘導に取り組んでいく必要があります。

３　健康で快適なくらしを支える環境の保全
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①地球温暖化対策の推進

　地球温暖化対策に係る地域特性に応じた取組として、大学と連携し、持続可能な社会構築のた

めのワークショップを、第３次環境基本計画に関わるテーマで開催し、その成果を同計画に反映

させるなどの取組が進んでいます。また、市民、事業者、行政の３者協働組織である「アジェン

ダ２１すいた」において、地球温暖化に関するイベントを開催し、市民への啓発を図るなど市

民・事業者との連携による取組も実施されています。併せて、市の率先行動としての節エネル

ギーの取組、公共施設における再生可能エネルギーの導入も進んでいます。その他、再生可能エ

ネルギー比率の高い電力のグループ購入事業を市民向けに開始するなどの新たな取組も行われて

います。

　今後も引き続き、市民・事業者と連携のもと、地域特性に応じた施策や取組による低炭素まち

づくりを展開するとともに、公共施設におけるLED照明などの省エネルギー機器や再生可能エ

ネルギーの導入を加速させる必要があります。

②ヒートアイランド対策の推進

　ヒートアイランド対策については、吹田市役所エコオフィスプランや環境まちづくりガイドラ

イン【開発・建築版】を活用した高反射性塗装や屋上・壁面緑化等の対策の促進が図られていま

す。また、みどりのカーテン講座など、市民が身近に実践できる取組についての啓発も進んでい

ます。

　今後も引き続き、これらの取組を進めるとともに、建築物・道路・駐車場の蓄熱抑制化に努め

るなど、長期的な視点に立った施策や取組の検討及び実施が求められています。

③環境パートナーシップ（連携・協働）の推進

　環境パートナーシップの推進については、前述の「アジェンダ21すいた」との連携・協働に

よる取組として、すいた食べきり運動の推進のほか、千里リサイクルプラザとの共催による環境

学習発表会の開催など、連携した活動が取り組まれています。また、本市と能勢町との連携によ

る「地域循環共生圏」の構築に向けた取組も進められ、両市町間の連携をより具体的なものにす

るため、「吹田市公共施設等への能勢町産等木材利用推進検討会議」を設置し、公共施設におけ

る能勢町産等木材の利用推進に向けた検討が開始されています。

　今後もこれらの取組を積極的に実施するとともに、プラットフォーム組織の形成・拡充が図ら

れるよう、支援や情報提供、情報共有を進める必要があります。

④学校での環境教育（エコスクール）の推進
　エコスクールの推進については、エコスクール活動簿（環境の取組にかかるチェックシート）
を活用した児童、生徒、教員の環境に対する意識の向上が図られています。また、みどりのカー
テンやビオトープ、学童農園などの実践的な取組や太陽光パネルの導入などの施設面での整備も
実施されています。
　今後、教育部門や環境部門をはじめ、関係部門による連携を強化しつつ、更なる取組を実施す
る必要があります。

⑤地域における環境教育の推進

　地域における環境教育の推進として、古布の活用、ごみの分別方法などの地区公民館講座や、

環境問題について理解と認識を深めるための「すいた環境教育フェスタ」が開催されています。

また、学校や地域で環境保全活動を実践する人材の育成に向け、幅広い世代を対象とした「すい

た環境サポーター養成講座」を開催し、新たに9名が修了されています。更に、前述の「アジェ

ンダ２１すいた」において、マイクロプラスチックに関わる講演会等の新たな取組も行われてい

ます。

　今後も引き続き、市民が参加しやすい実践的な講座を企画・開催するとともに、環境活動を実

践するNPO団体等への支援及び人材の育成に取り組む必要があります。

重点プロジェクト
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